
 
 

各国の公会計基準の減損の適用区分 

 

① 我が国の独立行政法人の減損の適用区分 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 我が国の公益法人の減損の適用区分 

独 立 行 政 法 人 

独立採算型等の独立行政法人一般の独立行政法人 

独立行政法人会計基準

別冊による減損会計基準

を適用 

独立行政法人会計基準 

主務省令に基づき企業会計に

おける固定資産の減損会計

基準等を適用 

公 益 法 人 

公益法人計基準 
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③ 国際公会計基準(IPSAS)の減損適用区分 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                          
 
 

                             
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

政府・政府関係機関、公企業（GBE） 

政府・政府関係機関 公企業（GBE） 

国際公会計基準（IPSAS） 

 
利用料金収入(注)を 

生まない施設 

国際財務報告基準(IFRS)

国際財務報告基準 

第 36 号の減損会計基準 

(IFRS36) 

利用料金収入を 
生む施設 

国際公会計基準ＥＤ 

 

第 30 号の減損会計基準 

 

（IPSAS ED 30） 

 
国際公会計基準 

 

第 21 号の減損会計基準 

 

(IPSAS 21) 

注）公認会計士協会の IPSAS の翻訳では、IPSAS21 の "Cash-generating assets are those that 

are held to generate a commercial return" を「資金生成資産とは、商業的利益を得るために保有

される資産である。」と翻訳しているが、この資料においては 「資金生成資産とは、商業的取引にお

いて適正な対価として利用料金収入を得ることを前提として保有している資産である。」と翻訳するこ

ととしている。 
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④ 米国の政府、公企業等の減損の適用区分 
 

公企業、非営利組織 州、地方政府 

州地方政府会計制度第４２号

（GASB42）の減損会計基準 

米国会計基準第１４４号 

（FASB144）の減損会計基準 

公的主体 
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